
セクシュアルハラスメントの相談対応マニュアル
　　　
１　相談・苦情の対応にあたっての心得

· セクシュアルハラスメントに関する問題について、正しい知識の習得に努める。
· プライバシー、人権への配慮

相談を受ける際には、プライバシーが保てる場所・時間を設定し、相談内容については相談者への了解なしには一切口外しないことを説明する。

· 不利益な取扱はしないことの説明

　行為者からの仕返しを恐れ、事実を公にしたくない相談者の場合、不安な気持ちを和らげるため、会社として中立かつ厳正に対処することを説明し、理解を求める。

· 面談中に記録を取ることについて、必ず了解をとる。
· 相談者の話をよく聴く(次頁参照)
相談者が訴える事実関係、気持ち及び相談者の希望等を正しく理解するよう心がける。

☆　セカンドハラスメント（相談者が担当者の言動によって、さらに傷つくこと）にならないよう相談者を責めるような言動や、興味本位で相談内容に関して必要以上の詮索をしないよう留意する。
☆　対応が困難なケースの対処
　　　相談者が精神的に不安定な場合は、心理カウンセラー等の専門家を紹介する等の対応を検討する。
☆　セクシュアルハラスメントかどうか微妙な事案でも、会社として看過すべきでないケースもあるため、広く相談に対応する。
注）


相談担当者に対しては、セクシュアルハラスメントの定義、相談者の果たす役割について十分理解させたり、相談を受けるために必要なカウンセリング技法等を習得させるための研修を行うことが望まれます。　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　聴く技術　★傾聴とは？★
　　受容的態度

　　　よしあしの判断はせず、とりあえず相手の話をありのまま聴いてみようという姿勢で臨

　　みます。無条件の肯定的配慮で相談者の訴える内容を正確に聴き取ることです。
共感的態度

　相談者に注意を集中して耳を傾け、その心の中のつらい気持が伝わってきた時には「それはつらかったでしょう」などの言葉で共感します。
沈黙の処理と促し

　相談者が沈黙している場合は、決して話をせかさず、出来る限り相談者のペースに合わせましょう。しかし、余りに長い沈黙が続く場合は、相手の気持ちを気遣いながら優しく

促します。

繰り返し

　相談者の話の中で重要と思われる部分やキーワードを繰り返します。特に感情がこめられた表現を繰り返すことで話が深まります。
明確化

　感情の明確化とは、本人が気づいていない、あるいはうまく言語化できない感情を言葉にすることです。明確化を行う場合は、相談者がどのような気持ちで話しているのか、慎重に考察することが肝要です。

要約

　話の所々で、大切な要点をまとめて繰り返します。このことで、相談者はきちんと聴いてもらえていると安心します。
質問

　相談者に適切な質問を投げかけ、話を具体的に引き出したり掘り下げたりします。また、質問はなるべく「はい、いいえ」で答えられるような質問【閉ざされた質問】ではなく

状況や気持ちが多く語られる質問【開かれた質問】を効果的に使うとよいでしょう。

　　　　☆相談者との信頼関係の構築が不可欠です。
　　　　　　　　　　　　相談者の立場を思いやる視点を持ちましょう☆
２　相談内容の記録・管理
· 記録は、所定の「相談受付票」等により行う。

「相談受付票」は、担当者以外の者が閲覧できない所に保管し、厳重に管理する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　事実関係の調査
　セクハラ相談責任者は、「相談受付票」を受理次第、早急に調査を開始する。調査は以下の手順で行う。（本来事実確認を行う者が行為者とされている場合は、他の者が事実確認を行う）
1 相談者への事情聴取

　　相談内容の確認、追加事項の聴取、行為者への事情聴取の実施の可否についての確認、相談者の希望の確認等を行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　
2 行為者とされる者への事情聴取

　　詳細な事実関係の確認（相談者の相談内容との比較のため、詳細に行う）等。

注）

行為者とされる者からの事情聴取に当たっては、判定までは加害者でないため、行為者とされる者のプライバシーと人権に配慮してください。
③　同僚等の第三者からの事情聴取
聴取内容を照合し、必要に応じて追加聴取を行う。

４　判定・会社の措置
　　会社は、セクハラ相談責任者の相談内容と事実確認調査結果に関する報告を受け、判定及び会社の措置を決定する。

　　　　　★セクシュアルハラスメント判断基準★
　　セクシュアルハラスメントの状況は多様であり、判断に当たり個別の状況を斟酌する必要があります。

　
「労働者の意に反する性的な言動」および「就業環境を害される」の判断に当たっては、労働者の主観を重視しつつも事業主の防止のための措置義務の対象となることを考えると一定の客観性が必要です。
　会社が相談者及び行為者に対する措置を行う、また再発防止を行うための判断を行う場合には、男女の認識の違いにより生じている面があることを考慮すると
★被害を受けた労働者が女性である場合には「平均的な女性労働者の感じ方」を基準とする
★被害を受けた労働者が男性である場合には「平均的な男性労働者の感じ方」を基準とする

ことが適当です。
　　　　　　　★決定方法の例　　役員会・セクハラ対策委員会・懲罰委員会ｅｔｃ
＊措置を行うにあたっては、次の手順を参考にしてください＊
1 セクシュアルハラスメントの事実が確認できた場合

行為者に対しては、就業規則の懲戒処分の対象とするかどうか検討し、対象となる場合は手続きを開始する。懲戒事由に該当しない場合であっても、必要に応じて配置転換、口頭注意等を行う。

被害者に対しては、その意向を尊重した措置を講ずるとともに、セクシュアルハラスメントによって生じた不利益がある場合にはその回復を行う。
いずれの措置を講ずる場合でも、双方に対して判定結果及び会社としての対応について
　　説明を行い、納得を得られるよう努める。

2 セクシュアルハラスメントの事実が確認できなかった場合

　　　双方に対して、判定結果及び会社としての対応を説明する。

　　相談者へ説明する際の留意点
　　　相談者に会社が決定した措置について説明する際、判明した事実関係に基づいて相談者の意向を踏まえ、会社の定めるルールに則り公正に判断した結果による措置であり、組織としての公的な判断であることを理解してもらう。
【再発防止】
　　　セクシュアルハラスメントに関する相談があった場合は、職場環境や従来の方針等の周知方法について見直しを行い、全従業員への周知徹底、アンケートや研修の実施など再発防止に努める。
注）

セクシュアルハラスメントの事実が認定された場合でも、加害者が会社への貢献度が高い等の理由から処分を甘くするなど、公平性に欠いた対応をしないよう注意してください。また、「被害者が許すなら加害者への処分を見送る」という対応も適切ではありません。
会社の就業規則等に照らして、会社として適切な対処を決定してください。
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